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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表

１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 １ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき） イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき）(Ⅰ) (Ⅰ)

⑴ 訪問看護サービスを行わない場合 ⑴ 訪問看護サービスを行わない場合

㈠ 要介護１ 5,697単位 ㈠ 要介護１ 5,680単位

㈡ 要介護２ 10,168単位 ㈡ 要介護２ 10,138単位

㈢ 要介護３ 16,883単位 ㈢ 要介護３ 16,833単位

㈣ 要介護４ 21,357単位 ㈣ 要介護４ 21,293単位

㈤ 要介護５ 25,829単位 ㈤ 要介護５ 25,752単位

⑵ 訪問看護サービスを行う場合 ⑵ 訪問看護サービスを行う場合

㈠ 要介護１ 8,312単位 ㈠ 要介護１ 8,287単位

㈡ 要介護２ 12,985単位 ㈡ 要介護２ 12,946単位

㈢ 要介護３ 19,821単位 ㈢ 要介護３ 19,762単位

㈣ 要介護４ 24,434単位 ㈣ 要介護４ 24,361単位

㈤ 要介護５ 29,601単位 ㈤ 要介護５ 29,512単位

ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき） ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき）(Ⅱ) (Ⅱ)

⑴ 要介護１ 5,697単位 ⑴ 要介護１ 5,680単位

⑵ 要介護２ 10,168単位 ⑵ 要介護２ 10,138単位

⑶ 要介護３ 16,883単位 ⑶ 要介護３ 16,833単位

⑷ 要介護４ 21,357単位 ⑷ 要介護４ 21,293単位

⑸ 要介護５ 25,829単位 ⑸ 要介護５ 25,752単位

注１～14 （略） 注１～14 （略）

ハ～ヘ （略） ハ～ヘ （略）

ト 認知症専門ケア加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門

的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 認知症専門ケア加算 90単位(Ⅰ)

⑵ 認知症専門ケア加算 120単位(Ⅱ)

チ サービス提供体制強化加算 ト サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護 市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介 事業所が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月 護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 750単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 640単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 350単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

リ 介護職員処遇改善加算 チ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に

対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合 対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの

間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

に掲げるその他の加算は算定しない。 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の137に相当する単位数 単位数の1000分の137に相当する単位数
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⑵ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の100に相当する単位数 単位数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の55に相当する単位数 単位数の1000分の55に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヌ 介護職員等特定処遇改善加算 リ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者 た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者

に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場 に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所 合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。 定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 定した単位数の1000分の63に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 定した単位数の1000分の42に相当する単位数

２ 夜間対応型訪問介護費 ２ 夜間対応型訪問介護費

イ （略） イ （略）

ロ 夜間対応型訪問介護費 １月につき2,800単位 ロ 夜間対応型訪問介護費 １月につき2,751単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注１～２ （略） 注１～２ （略）

３ 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の ３ 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の

敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定夜間対 敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定夜間対

応型訪問介護事業所と同一の建物（以下この注において「 応型訪問介護事業所と同一の建物（以下この注において「

同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定夜 同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定夜

間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同 間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同

一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者 一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者
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を除く。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所における１ を除く。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所における１

月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（ 月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（

同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、 同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、

指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては、 指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては、

定期巡回サービス（指定地域密着型サービス基準第５条第 定期巡回サービス（指定地域密着型サービス基準第５条第

１項に規定する定期巡回サービスをいう。以下同じ。）又 １項に規定する定期巡回サービスをいう。以下この注にお

は随時訪問サービス（同項に規定する随時訪問サービスを いて同じ。）又は随時訪問サービス（同項に規定する随時

いう。以下同じ。）を行った際に算定する所定単位数の10 訪問サービスをいう。以下この注において同じ。）を行っ

0分の90に相当する単位数を、ロについては、所定単位数 た際に算定する所定単位数の100分の90に相当する単位数

の100分の90に相当する単位数を算定し、指定夜間対応型 を、ロについては、所定単位数の100分の90に相当する単

訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内 位数を算定し、指定夜間対応型訪問介護事業所における１

建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者に対して 月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する

、指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては 建物に居住する利用者に対して、指定夜間対応型訪問介護

、定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に算 を行った場合に、イについては、定期巡回サービス又は随

定する所定単位数の100分の85に相当する単位数を、ロに 時訪問サービスを行った際に算定する所定単位数の100分

ついては、所定単位数の100分の85に相当する単位数を算 の85に相当する単位数を、ロについては、所定単位数の10

定する。 0分の85に相当する単位数を算定する。

４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定夜間対応 （新設）

型訪問介護事業所（その一部として使用される事務所が当

該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はそ

の一部として使用される事務所の夜間対応型訪問介護従業

者が指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、特別地域夜

間対応型訪問介護加算として、イについては定期巡回サー

ビス又は随時訪問サービスを行った際に１回につき、ロに

ついては１月につき、所定単位数の100分の15に相当する

単位数を所定単位数に加算する。

５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定夜間対応 （新設）

型訪問介護事業所（その一部として使用される事務所が当

該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はそ

の一部として使用される事務所の夜間対応型訪問介護従業

者が指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、イについて



- 211 -

は定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に１

回につき、ロについては１月につき、所定単位数の100分

の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。

６ 指定夜間対応型訪問介護事業所の夜間対応型訪問介護従 （新設）

業者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利

用者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密着型サ

ービス基準第14条第５号に規定する通常の事業の実施地域

をいう。）を越えて、指定夜間対応型訪問介護を行った場

合は、イについては定期巡回サービス又は随時訪問サービ

スを行った際に１回につき、ロについては１月につき、所

定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加

算する。

７・８ （略） ４・５ （略）

ハ 認知症専門ケア加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所において

、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケア

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについて

は定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に１日

につき、ロについては１月につき、次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合

㈠ 認知症専門ケア加算 ３単位(Ⅰ)

㈡ 認知症専門ケア加算 ４単位(Ⅱ)

⑵ ロを算定している場合

㈠ 認知症専門ケア加算 90単位(Ⅰ)

㈡ 認知症専門ケア加算 120単位(Ⅱ)

ニ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用 市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用



- 212 -

者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基 者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、イについては定期巡回サービス又は 準に掲げる区分に従い、⑴及び⑵については１回につき、⑶

随時訪問サービスを行った際に１回につき、ロについては１ 及び⑷については１月につき、次に掲げる所定単位数を加算

月につき、次に掲げる所定単位数を加算する。 する。

⑴ イを算定している場合 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ)

⑵ ロを算定している場合 ⑶ サービス提供体制強化加算 イ 126単位(Ⅱ)

㈠ サービス提供体制強化加算 154単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 126単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 42単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ロ 84単位(Ⅱ)

ホ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間 指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間

対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の137に相当する単位数 単位数の1000分の137に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の100に相当する単位数 単位数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の55に相当する単位数 単位数の1000分の55に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)



- 213 -

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 ホ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜 た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜

間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に 間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 定した単位数の1000分の63に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 定した単位数の1000分の42に相当する単位数

２の２ 地域密着型通所介護費 ２の２ 地域密着型通所介護費

イ 地域密着型通所介護費 イ 地域密着型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 415単位 ㈠ 要介護１ 409単位

㈡ 要介護２ 476単位 ㈡ 要介護２ 469単位

㈢ 要介護３ 538単位 ㈢ 要介護３ 530単位

㈣ 要介護４ 598単位 ㈣ 要介護４ 589単位

㈤ 要介護５ 661単位 ㈤ 要介護５ 651単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 435単位 ㈠ 要介護１ 428単位

㈡ 要介護２ 499単位 ㈡ 要介護２ 491単位

㈢ 要介護３ 564単位 ㈢ 要介護３ 555単位

㈣ 要介護４ 627単位 ㈣ 要介護４ 617単位

㈤ 要介護５ 693単位 ㈤ 要介護５ 682単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 655単位 ㈠ 要介護１ 645単位
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㈡ 要介護２ 773単位 ㈡ 要介護２ 761単位

㈢ 要介護３ 893単位 ㈢ 要介護３ 879単位

㈣ 要介護４ 1,010単位 ㈣ 要介護４ 995単位

㈤ 要介護５ 1,130単位 ㈤ 要介護５ 1,113単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 666単位

㈡ 要介護２ 798単位 ㈡ 要介護２ 786単位

㈢ 要介護３ 922単位 ㈢ 要介護３ 908単位

㈣ 要介護４ 1,045単位 ㈣ 要介護４ 1,029単位

㈤ 要介護５ 1,168単位 ㈤ 要介護５ 1,150単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 750単位 ㈠ 要介護１ 739単位

㈡ 要介護２ 887単位 ㈡ 要介護２ 873単位

㈢ 要介護３ 1,028単位 ㈢ 要介護３ 1,012単位

㈣ 要介護４ 1,168単位 ㈣ 要介護４ 1,150単位

㈤ 要介護５ 1,308単位 ㈤ 要介護５ 1,288単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 780単位 ㈠ 要介護１ 768単位

㈡ 要介護２ 922単位 ㈡ 要介護２ 908単位

㈢ 要介護３ 1,068単位 ㈢ 要介護３ 1,052単位

㈣ 要介護４ 1,216単位 ㈣ 要介護４ 1,197単位

㈤ 要介護５ 1,360単位 ㈤ 要介護５ 1,339単位

ロ 療養通所介護費（１月につき） 12,691単位 ロ 療養通所介護費

（削る） ⑴ 所要時間３時間以上６時間未満の場合 1,012単位

（削る） ⑵ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 1,519単位

注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通 しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通

所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項 所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項

に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同 に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同

じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着 じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着

型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護 型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護
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をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状 をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状

態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通 態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通

所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に 所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に

規定する地域密着型通所介護計画をいう。以下同じ。）に 規定する地域密着型通所介護計画をいう。）に位置付けら

位置付けられた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに れた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに要する標準

要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。 的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利

ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師を 用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下

いう。以下同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労 同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定

働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣 める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると

が定めるところにより算定する。 ころにより算定する。

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 ２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護 しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護

事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定 事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定

する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい

て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ

いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第 いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第

38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を 38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を

行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、利用者の 行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通所介護計

数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大 画（指定地域密着型サービス基準第40条の９第１項に規定

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 する療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の

めるところにより算定する。 指定療養通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護

職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める

基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。

３ ロについて、入浴介助を行っていない場合は、所定単位 （新設）

数の100分の95に相当する単位数を算定する。また、指定

療養通所介護事業所が提供する指定療養通所介護の算定月

における提供回数について、利用者１人当たり平均回数が

、月５回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相

当する単位数を算定する。
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４ （略） ３ （略）

５ イについて、感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるも （新設）

のに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、

当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均

の利用者数よりも100分の５以上減少している場合に、市

町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において

、指定地域密着型通所介護を行った場合には、利用者数が

減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定

単位数の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算

する。ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善

に時間を要することその他の特別の事情があると認められ

る場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以

内に限り、引き続き加算することができる。

６・７ （略） ４・５ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ６ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、注７を算定している場合は、生活相談 護事業所において、注５を算定している場合は、生活相談

員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加 員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加

算する。 算する。

９ (略） ７ （略）

10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ８ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介 ているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴

助を行った場合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単 介助を行った場合は、１日につき50単位を所定単位数に加

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 算する。

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。

⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ９ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し 護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し
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、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア 、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア

体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す 体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注７を算定している場合は、算定しない。 る。ただし、注５を算定している場合は、算定しない。

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の 護事業所において、利用者に対して機能訓練を行っている

状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した 場合には、生活機能向上連携加算として、１月につき200

場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、 単位を所定単位数に加算する。ただし、注11を算定してい

利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直し る場合は、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

た場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵に

ついては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。また、注13を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１

月につき100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 11 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所

護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、当 介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、

該基準に掲げる区分に従い、⑴及び⑵については１日につ 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位

き次に掲げる単位数を、⑶については１月につき次に掲げ 数を所定単位数に加算する。

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別機能訓練

加算 イを算定している場合には、個別機能訓練加算 ロ(Ⅰ) (Ⅰ)

は算定しない。

⑴ 個別機能訓練加算 イ 56単位 イ 個別機能訓練加算 46単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ 個別機能訓練加算 ロ 85単位 ロ 個別機能訓練加算 56単位(Ⅰ) (Ⅱ)

⑶ 個別機能訓練加算 20単位 （新設）(Ⅱ)

14 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介 護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介
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護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定 護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定

める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以 める期間をいう。）の満了日の属する年度の次の年度内に

内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につ 限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げ

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

次に掲げるその他の加算は算定しない。 その他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位 イ ＡＤＬ維持等加算 ３単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位 ロ ＡＤＬ維持等加算 ６単位(Ⅱ) (Ⅱ)

15 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対 護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対

して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算 して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算

として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ

し、注７を算定している場合は、算定しない。 し、注５を算定している場合は、算定しない。

16 （略） 14 （略）

17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同

して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク

及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注に

おいて同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算と

して、１月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし

、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービ

スを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注18において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相
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談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

18 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している 15 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者 ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者

又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄 又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄

養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食 養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食

事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持 事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持

又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー 又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー

ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、 ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、

３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき ３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき

200単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー 150単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー

ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果 ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果

、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行 、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算 うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。 定することができる。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）
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19 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月 型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養 ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者
くう

状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリ の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合
くう

ーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に 当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単

に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、 位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算 所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合
くう

定している場合は算定しない。 は算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが

終了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

20 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

いるものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下して ものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している
くう くう

いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利 利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者

用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔
くう くう くう

口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する 清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練
くう えん えん

訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持

維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注にお 又は向上に資すると認められるもの（以下この注において

いて「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は 「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口
くう くう

、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い 腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回
くう くう

、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につ を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利
くう

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔
くう くう くう

次に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔機能向 機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる
くう

上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価 利用者については、引き続き算定することができる。
くう

の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引
くう くう

き続き行うことが必要と認められる利用者については、引

き続き算定することができる。



- 221 -

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価すること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

（削る） 18 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による送迎

を行った場合は、個別送迎体制強化加算として、１日につ

き210単位を所定単位数に加算する。

（削る） 19 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による入浴

介助を行った場合は、入浴介助体制強化加算として、１日

につき60単位を所定単位数に加算する。

21 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対し指定地域密着型通所介護を行った場

合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位

を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定し

た値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知
くう
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症（介護保険法（平成９年法律第123号）第５条の２第

１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）の状況その

他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生

労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて地域密着型通所介護計画を見直すなど、

指定地域密着型通所介護の提供に当たって、⑴に規定す

る情報その他指定地域密着型通所介護を適切かつ有効に

提供するために必要な情報を活用していること。

22 （略） 20 （略）

23 利用者が一の指定療養通所介護事業所において、指定療 （新設）

養通所介護を受けている間は、当該指定療養通所介護事業

所以外の指定療養通所介護事業所が指定療養通所介護を行

った場合に、療養通所介護費は、算定しない。

24 イについて、指定地域密着型通所介護事業所と同一建物 21 指定地域密着型通所介護事業所と同一建物に居住する者

に居住する者又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建 又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建物から当該指

物から当該指定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し 定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し、指定地域密

、指定地域密着型通所介護を行った場合は、１日につき94 着型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単

単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむ 位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情

を得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者 により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎

に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 を行った場合は、この限りでない。

25 イについて、利用者に対して、その居宅と指定地域密着 22 利用者に対して、その居宅と指定地域密着型通所介護事

型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道に 業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき47単位を

つき47単位を所定単位数から減算する。 所定単位数から減算する。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者 市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者

に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労 に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労

働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届 働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所 け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イにつ 介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回に

いては１回につき、ロについては１月につき、次に掲げる所 つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる
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定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 その他の加算は算定しない。

定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ)

（削る） ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅱ)

⑵ ロを算定している場合 ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

㈠ サービス提供体制強化加算 イ 48単位 （新設）(Ⅲ)

㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 24単位 （新設）(Ⅲ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域 指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域

密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)イ 認知症対応型通所介護費 イ 認知症対応型通所介護費

(ｉ) (ｉ)⑴ 認知症対応型通所介護費 ⑴ 認知症対応型通所介護費
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㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要介護１ 542単位 ａ 要介護１ 540単位

ｂ 要介護２ 596単位 ｂ 要介護２ 594単位

ｃ 要介護３ 652単位 ｃ 要介護３ 650単位

ｄ 要介護４ 707単位 ｄ 要介護４ 705単位

ｅ 要介護５ 761単位 ｅ 要介護５ 759単位

㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 568単位 ａ 要介護１ 566単位

ｂ 要介護２ 625単位 ｂ 要介護２ 623単位

ｃ 要介護３ 683単位 ｃ 要介護３ 681単位

ｄ 要介護４ 740単位 ｄ 要介護４ 738単位

ｅ 要介護５ 797単位 ｅ 要介護５ 795単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要介護１ 856単位 ａ 要介護１ 853単位

ｂ 要介護２ 948単位 ｂ 要介護２ 945単位

ｃ 要介護３ 1,038単位 ｃ 要介護３ 1,035単位

ｄ 要介護４ 1,130単位 ｄ 要介護４ 1,127単位

ｅ 要介護５ 1,223単位 ｅ 要介護５ 1,219単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 878単位 ａ 要介護１ 875単位

ｂ 要介護２ 972単位 ｂ 要介護２ 969単位

ｃ 要介護３ 1,064単位 ｃ 要介護３ 1,061単位

ｄ 要介護４ 1,159単位 ｄ 要介護４ 1,156単位

ｅ 要介護５ 1,254単位 ｅ 要介護５ 1,250単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

ａ 要介護１ 992単位 ａ 要介護１ 989単位

ｂ 要介護２ 1,100単位 ｂ 要介護２ 1,097単位

ｃ 要介護３ 1,208単位 ｃ 要介護３ 1,204単位

ｄ 要介護４ 1,316単位 ｄ 要介護４ 1,312単位

ｅ 要介護５ 1,424単位 ｅ 要介護５ 1,420単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合
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ａ 要介護１ 1,024単位 ａ 要介護１ 1,021単位

ｂ 要介護２ 1,135単位 ｂ 要介護２ 1,132単位

ｃ 要介護３ 1,246単位 ｃ 要介護３ 1,242単位

ｄ 要介護４ 1,359単位 ｄ 要介護４ 1,355単位

ｅ 要介護５ 1,469単位 ｅ 要介護５ 1,465単位

(ⅱ) (ⅱ)⑵ 認知症対応型通所介護費 ⑵ 認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要介護１ 490単位 ａ 要介護１ 489単位

ｂ 要介護２ 540単位 ｂ 要介護２ 538単位

ｃ 要介護３ 588単位 ｃ 要介護３ 586単位

ｄ 要介護４ 638単位 ｄ 要介護４ 636単位

ｅ 要介護５ 687単位 ｅ 要介護５ 685単位

㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 514単位 ａ 要介護１ 512単位

ｂ 要介護２ 565単位 ｂ 要介護２ 563単位

ｃ 要介護３ 617単位 ｃ 要介護３ 615単位

ｄ 要介護４ 668単位 ｄ 要介護４ 666単位

ｅ 要介護５ 719単位 ｅ 要介護５ 717単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要介護１ 769単位 ａ 要介護１ 767単位

ｂ 要介護２ 852単位 ｂ 要介護２ 849単位

ｃ 要介護３ 934単位 ｃ 要介護３ 931単位

ｄ 要介護４ 1,014単位 ｄ 要介護４ 1,011単位

ｅ 要介護５ 1,097単位 ｅ 要介護５ 1,094単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 788単位 ａ 要介護１ 786単位

ｂ 要介護２ 874単位 ｂ 要介護２ 871単位

ｃ 要介護３ 958単位 ｃ 要介護３ 955単位

ｄ 要介護４ 1,040単位 ｄ 要介護４ 1,037単位

ｅ 要介護５ 1,125単位 ｅ 要介護５ 1,122単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合
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ａ 要介護１ 892単位 ａ 要介護１ 889単位

ｂ 要介護２ 987単位 ｂ 要介護２ 984単位

ｃ 要介護３ 1,084単位 ｃ 要介護３ 1,081単位

ｄ 要介護４ 1,181単位 ｄ 要介護４ 1,177単位

ｅ 要介護５ 1,276単位 ｅ 要介護５ 1,272単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 920単位 ａ 要介護１ 917単位

ｂ 要介護２ 1,018単位 ｂ 要介護２ 1,015単位

ｃ 要介護３ 1,118単位 ｃ 要介護３ 1,115単位

ｄ 要介護４ 1,219単位 ｄ 要介護４ 1,215単位

ｅ 要介護５ 1,318単位 ｅ 要介護５ 1,314単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ロ 認知症対応型通所介護費 ロ 認知症対応型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 266単位 ㈠ 要介護１ 265単位

㈡ 要介護２ 276単位 ㈡ 要介護２ 275単位

㈢ 要介護３ 285単位 ㈢ 要介護３ 284単位

㈣ 要介護４ 294単位 ㈣ 要介護４ 293単位

㈤ 要介護５ 304単位 ㈤ 要介護５ 303単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 278単位 ㈠ 要介護１ 277単位

㈡ 要介護２ 289単位 ㈡ 要介護２ 288単位

㈢ 要介護３ 298単位 ㈢ 要介護３ 297単位

㈣ 要介護４ 308単位 ㈣ 要介護４ 307単位

㈤ 要介護５ 318単位 ㈤ 要介護５ 317単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 444単位 ㈠ 要介護１ 443単位

㈡ 要介護２ 459単位 ㈡ 要介護２ 458単位

㈢ 要介護３ 476単位 ㈢ 要介護３ 475単位

㈣ 要介護４ 492単位 ㈣ 要介護４ 491単位

㈤ 要介護５ 509単位 ㈤ 要介護５ 507単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合
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㈠ 要介護１ 456単位 ㈠ 要介護１ 455単位

㈡ 要介護２ 471単位 ㈡ 要介護２ 470単位

㈢ 要介護３ 488単位 ㈢ 要介護３ 487単位

㈣ 要介護４ 505単位 ㈣ 要介護４ 503単位

㈤ 要介護５ 521単位 ㈤ 要介護５ 519単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 522単位 ㈠ 要介護１ 520単位

㈡ 要介護２ 541単位 ㈡ 要介護２ 539単位

㈢ 要介護３ 559単位 ㈢ 要介護３ 557単位

㈣ 要介護４ 577単位 ㈣ 要介護４ 575単位

㈤ 要介護５ 597単位 ㈤ 要介護５ 595単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 539単位 ㈠ 要介護１ 537単位

㈡ 要介護２ 558単位 ㈡ 要介護２ 556単位

㈢ 要介護３ 577単位 ㈢ 要介護３ 575単位

㈣ 要介護４ 596単位 ㈣ 要介護４ 594単位

㈤ 要介護５ 617単位 ㈤ 要介護５ 615単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応 として市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第 型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第

１項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護 １項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定認知症対応型 事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定認知症対応型

通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第45条第１ 通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第45条第１

項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をい 項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をい

う。以下同じ。）において、指定認知症対応型通所介護（ う。以下同じ。）において、指定認知症対応型通所介護（

指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症 指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症

対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当 対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当

該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分 該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分

に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介 に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介

護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定 護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定

する認知症対応型通所介護計画をいう。以下同じ。）に位 する認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられ
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置付けられた内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに た内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準

要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。 的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利

ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数 用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に 労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大

厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 臣が定めるところにより算定する。

２ （略） ２ （略）

３ 感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。） （新設）

の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用

者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よ

りも100分の５以上減少している場合に、市町村長に届け

出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は

共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認

知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数が減少し

た月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数

の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間

を要することその他の特別の事情があると認められる場合

は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限

り、引き続き加算することができる。

４ （略） ３ （略）

５ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共 （新設）

用型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者（指定地域

密着型サービス基準第42条第１項に規定する従業者又は指

定地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する従業者

をいう。）が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住して

いる利用者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密

着型サービス基準第54条第６号に規定する通常の事業の実

施地域をいう。）を越えて、指定認知症対応型通所介護を

行った場合は、１日につき所定単位数の100分の５に相当

する単位数を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし
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て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場 て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場

合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す 合は、１日につき50単位を所定単位数に加算する。

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通 て市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護事業所に

所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所 おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評

において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の 価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、

評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には 生活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所定

、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の 単位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、

急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を １月につき100単位を所定単位数に加算する。

除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については

１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、

注８を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき

100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

８ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以 ６ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以

上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作 上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マ 業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マ

ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう

師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看 師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看

護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を 護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓 有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓

練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学 練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学

療法士等」という。）を１名以上配置しているものとして 療法士等」という。）を１名以上配置しているものとして

市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に 市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に
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対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談 対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓 員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓

練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を 練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を

行っている場合には、個別機能訓練加算 として、１日に 行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ(Ⅰ)

つき27単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練 き27単位を所定単位数に加算する。

加算 を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練(Ⅰ)

計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実

施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練

加算 として、１月につき20単位を所定単位数に加算する(Ⅱ)

。

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし （新設）

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所

において、利用者に対して指定認知症対応型通所介護を行

った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期

間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期

間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

10 （略） ７ （略）

11 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養

アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決

すべき課題を把握することをいう。以下この注において同

じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１
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月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利

用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け

ている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する

月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注12において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している単独型

・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指

定認知症対応型通所介護事業所であること。

12 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ 町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ

れのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合 れのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合

は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２ は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２

回を限度として１回につき200単位を所定単位数に加算す 回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す

る。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用 る。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用

者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養 者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養

改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用 改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用

者については、引き続き算定することができる。 者については、引き続き算定することができる。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同



- 232 -

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する単独型・併設 ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対

型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６

対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中 月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用

６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は 者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場
くう

栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養ス 合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）
くう

クリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回に を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては 単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事

、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者につい 業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場

て、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算 合は算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄
くう

を算定している場合は算定しない。 養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 10 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

て市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又 町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそ
くう くう

はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機 のおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の
くう くう

能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指 向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若
くう くう

導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若 しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しく
えん えん

しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上 は実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資

に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機 すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向
くう くう

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向 上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加
くう くう

上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の 算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として

期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる １回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、口
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単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず 腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機
くう くう

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ 能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サー
くう くう

の他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サービスの ビスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につい
くう

開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔 ては、引き続き算定することができる。
くう くう

機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うこ
くう

とが必要と認められる利用者については、引き続き算定す

ることができる。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価していること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型

・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指

定認知症対応型通所介護事業所であること。

15 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対し指定認知症対応型通所介護を行った場合は、

科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位を所定

単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症
くう
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の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情

報を、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど

、指定認知症対応型通所介護の提供に当たって、⑴に規

定する情報その他指定認知症対応型通所介護を適切かつ

有効に提供するために必要な情報を活用していること。

16～18 （略） 11～13 （略）

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介 市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利 護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利

用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当 用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位 該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位

数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し 数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 い。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型

指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認 指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認

知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分 知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所 に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

定しない。 加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

４ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 10,423単位 ㈠ 要介護１ 10,364単位

㈡ 要介護２ 15,318単位 ㈡ 要介護２ 15,232単位

㈢ 要介護３ 22,283単位 ㈢ 要介護３ 22,157単位

㈣ 要介護４ 24,593単位 ㈣ 要介護４ 24,454単位

㈤ 要介護５ 27,117単位 ㈤ 要介護５ 26,964単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 9,391単位 ㈠ 要介護１ 9,338単位

㈡ 要介護２ 13,802単位 ㈡ 要介護２ 13,724単位

㈢ 要介護３ 20,076単位 ㈢ 要介護３ 19,963単位

㈣ 要介護４ 22,158単位 ㈣ 要介護４ 22,033単位

㈤ 要介護５ 24,433単位 ㈤ 要介護５ 24,295単位

ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 570単位 ⑴ 要介護１ 567単位

⑵ 要介護２ 638単位 ⑵ 要介護２ 634単位

⑶ 要介護３ 707単位 ⑶ 要介護３ 703単位

⑷ 要介護４ 774単位 ⑷ 要介護４ 770単位

⑸ 要介護５ 840単位 ⑸ 要介護５ 835単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）

７ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用

される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所

を除く。）又はその一部として使用される事務所の小規模

多機能型居宅介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を
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行った場合は、特別地域小規模多機能型居宅介護加算とし

て、１月につき所定単位数の100分の15に相当する単位数

を所定単位数に加算する。

８ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定小規模多 （新設）

機能型居宅介護事業所（その一部として使用される事務所

が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又

はその一部として使用される事務所の小規模多機能型居宅

介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、イについては１月につき、ロについては１日につき、所

定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加

算する。

９ （略） ７ （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定小規模多機

能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者に対

し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開

始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単

位を所定単位数に加算する。

ヘ～ヌ （略） ホ～リ （略）

ル 生活機能向上連携加算 ヌ 生活機能向上連携加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス 注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス

基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２ 基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２

において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所 において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所

、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ 、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作 ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上 業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着 を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着

型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居 型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居



- 237 -

宅介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該小規模多 宅介護計画をいう。この注及び注２において同じ。）を作

機能型居宅介護計画に基づく指定小規模多機能型居宅介護 成し、当該小規模多機能型居宅介護計画に基づく指定小規

を行ったときは、初回の当該指定小規模多機能型居宅介護 模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定小規

が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に、所定単位

数を加算する。

２ （略） ２ （略）

ヲ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 ル 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及 定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及

び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニン び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、
くう

グ及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回につ 当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状

き所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、当 態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む

該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定し 。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合
くう

ている場合にあっては算定しない。 に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者

について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定しない。

ワ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事

業所が、利用者に対し指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて小規模多機能型居宅介護計画を見直すなど

、指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たって、⑴に規

定する情報その他指定小規模多機能型居宅介護を適切かつ

有効に提供するために必要な情報を活用していること。

カ サービス提供体制強化加算 ヲ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、 市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、
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登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は 登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、 、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、

ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に 。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ヨ 介護職員処遇改善加算 ワ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定 指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定

小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる 小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

タ 介護職員等特定処遇改善加算 カ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指 た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指

定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ 定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

５ 認知症対応型共同生活介護費 ５ 認知症対応型共同生活介護費

イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき） イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 764単位 ㈠ 要介護１ 761単位

㈡ 要介護２ 800単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 823単位 ㈢ 要介護３ 820単位

㈣ 要介護４ 840単位 ㈣ 要介護４ 837単位

㈤ 要介護５ 858単位 ㈤ 要介護５ 854単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 752単位 ㈠ 要介護１ 749単位

㈡ 要介護２ 787単位 ㈡ 要介護２ 784単位

㈢ 要介護３ 811単位 ㈢ 要介護３ 808単位

㈣ 要介護４ 827単位 ㈣ 要介護４ 824単位

㈤ 要介護５ 844単位 ㈤ 要介護５ 840単位

ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき） ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）
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(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 792単位 ㈠ 要介護１ 789単位

㈡ 要介護２ 828単位 ㈡ 要介護２ 825単位

㈢ 要介護３ 853単位 ㈢ 要介護３ 849単位

㈣ 要介護４ 869単位 ㈣ 要介護４ 865単位

㈤ 要介護５ 886単位 ㈤ 要介護５ 882単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 780単位 ㈠ 要介護１ 777単位

㈡ 要介護２ 816単位 ㈡ 要介護２ 813単位

㈢ 要介護３ 840単位 ㈢ 要介護３ 837単位

㈣ 要介護４ 857単位 ㈣ 要介護４ 853単位

㈤ 要介護５ 873単位 ㈤ 要介護５ 869単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ イ⑵及びロ⑵について、共同生活住居の数が３である指 （新設）

定認知症対応型共同生活介護事業所が、夜勤を行う職員の

員数を２人以上とする場合（指定地域密着型サービス基準

第90条第１項ただし書に規定する場合に限る。）に、利用

者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合

は、所定単位数から１日につき50単位を差し引いて得た単

位数を算定する。

４ （略） ３ （略）

５ ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認めら ４ ロについて、医師が、認知症（介護保険法（平成９年法

れるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定認知症 律第123号）第５条の２第１項に規定する認知症をいう。

対応型共同生活介護を利用することが適当であると判断し 以下同じ。）の行動・心理症状が認められるため、在宅で

た者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合 の生活が困難であり、緊急に指定認知症対応型共同生活介

は、入居を開始した日から起算して７日を限度として、１ 護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定

日につき200単位を所定単位数に加算する。 認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始し

た日から起算して７日を限度として、１日につき200単位

を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業 て市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業
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所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対 所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対

応型共同生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者受 応型共同生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者受

入加算として、１日につき120単位を所定単位数に加算す 入加算として、１日につき120単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注５を算定している場合は、算定しない。 る。ただし、注４を算定している場合は、算定しない。

７ （略） ６ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 ７ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型 しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型

共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める 共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者については、看取り介護加算として 基準に適合する利用者については、看取り介護加算として

、死亡日以前31日以上45日以下については１日につき72単 、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき144

位を、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき 単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき68

144単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につ 0単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死亡月

き680単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死 に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日までの

亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日ま 間又は医療連携体制加算を算定していない場合は、算定し

での間又は医療連携体制加算を算定していない場合は、算 ない。

定しない。

ハ～ヘ （略） ハ～ヘ （略）

ト 生活機能向上連携加算 ト 生活機能向上連携加算 200単位

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

注１ ⑴について、計画作成担当者（指定地域密着型サービス （新設）

基準第90条第５項に規定する計画作成担当者をいう。注２

において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所

、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした認知症対応型共同生活介護計画（指定地域密

着型サービス基準第98条第１項に規定する認知症対応型共

同生活介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該認知

症対応型共同生活介護計画に基づく指定認知症対応型共同

生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知症対応型共
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同生活介護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算

する。

２ ⑵について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーシ 注 利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指

ョン事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハ 定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを

ビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学 実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定認知症対応型共 又は言語聴覚士が指定認知症対応型共同生活介護事業所を訪

同生活介護事業所を訪問した際に、計画作成担当者が当該 問した際に、計画作成担当者（指定地域密着型サービス基準

医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の 第90条第５項に規定する計画作成担当者をいう。リにおいて

身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向 同じ。）が当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画を作成した 士と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生

場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言 活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画（

語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介護計画に 指定地域密着型サービス基準第90条第５項に規定する認知症

基づく指定認知症対応型共同生活介護を行ったときは 初 対応型共同生活介護計画をいう。以下この注において同じ。、

回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われた日の属 ）を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療

する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。 法士又は言語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介

ただし、⑴を算定している場合には算定しない。 護計画に基づく指定認知症対応型共同生活介護を行ったとき

は、初回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われた日

の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する

。

チ 栄養管理体制加算 30単位 （新設）

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定認知症対応型共同生活介護事業所において、管理栄養士（

当該事業所の従業者以外の管理栄養士を含む。）が、従業者

に対する栄養ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行

っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。

リ （略） チ （略）

ヌ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 リ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用開始時 定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用開始時

及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニ 及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い
くう

ング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回に 、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養
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つき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、 状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定 む。）を当該利用者を担当する計画作成担当者に提供した場
くう

している場合にあっては算定しない。 合に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用

者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算

を算定している場合にあっては算定しない。

ル 科学的介護推進体制加算 40単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護

事業所が、利用者に対し指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて認知症対応型共同生活介護計画を見直すな

ど、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たって、⑴

に規定する情報その他指定認知症対応型共同生活介護を適

切かつ有効に提供するために必要な情報を活用しているこ

と。

ヲ サービス提供体制強化加算 ヌ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が 市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が

、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場 、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる 合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる

所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ワ 介護職員処遇改善加算 ル 介護職員処遇改善加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指 指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指

定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲 定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

加算は算定しない。 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の111に相当する単位数 単位数の1000分の111に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の81に相当する単位数 単位数の1000分の81に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の45に相当する単位数 単位数の1000分の45に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

カ 介護職員等特定処遇改善加算 ヲ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、 た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、

指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に 指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す 掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 定した単位数の1000分の31に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数
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６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 ６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき） イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 542単位 ⑴ 要介護１ 535単位

⑵ 要介護２ 609単位 ⑵ 要介護２ 601単位

⑶ 要介護３ 679単位 ⑶ 要介護３ 670単位

⑷ 要介護４ 744単位 ⑷ 要介護４ 734単位

⑸ 要介護５ 813単位 ⑸ 要介護５ 802単位

ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき

） ）

⑴ 要介護１ 542単位 ⑴ 要介護１ 535単位

⑵ 要介護２ 609単位 ⑵ 要介護２ 601単位

⑶ 要介護３ 679単位 ⑶ 要介護３ 670単位

⑷ 要介護４ 744単位 ⑷ 要介護４ 734単位

⑸ 要介護５ 813単位 ⑸ 要介護５ 802単位

注１～３ （略） 注１～３ （略）

４ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ４ イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施 として市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設におい

設において、利用者に対して、指定地域密着型特定施設入 て、利用者に対して、指定地域密着型特定施設入居者生活

居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 介護を行った場合は、入居継続支援加算として、１日につ

い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし き36単位を所定単位数に加算する。ただし、ヘを算定して

、トを算定している場合においては、算定しない。また、 いる場合においては、算定しない。

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては

、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 入居継続支援加算 36単位 ⑴ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生(Ⅰ)

省令第49号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の

占める割合が利用者の100分の15以上であること。

⑵ 入居継続支援加算 22単位 ⑵ 介護福祉士の数が、常勤換算方法（地域密着型サービ(Ⅱ)

ス基準第２条第７号に規定する常勤換算方法をいう。）

で、利用者の数が６又はその端数を増すごとに１以上で

あること。

（削る） ⑶ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職
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員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成

12年厚生省告示第27号）第９号に規定する基準に該当し

ていないこと。

５ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ５ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

設において、外部との連携により、利用者の身体の状況等 設において、利用者に対して機能訓練を行った場合は、生

の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合に 活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所定単

は、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者 位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、１

の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合 月につき100単位を所定単位数に加算する。

を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵について

は１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また

、注６を算定している場合は、⑴は算定せず、⑵は１月に

つき100単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

６ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤 ６ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤

の理学療法士等を１名以上配置しているものとして市町村 の理学療法士等を１名以上配置しているものとして市町村

長に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に 長に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に

対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談 対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓 員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓

練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を 練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を

行っている場合には、個別機能訓練加算 として、１日に 行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ(Ⅰ)

つき12単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練 き12単位を所定単位数に加算する。

加算 を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練(Ⅰ)

計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実

施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練

加算 として、１月につき20単位を所定単位数に加算する(Ⅱ)

。
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７ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して （新設）

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

設において、利用者に対して指定地域密着型特定施設入居

者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働

大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月か

ら12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

８～11 （略） ７～10 （略）

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する 11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

指定地域密着型特定施設の従業者が、利用開始時及び利用 指定地域密着型特定施設の従業者が、利用開始時及び利用

中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及 中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該
くう

び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養 利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態
くう

スクリーニング加算として１回につき20単位を所定単位数 の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む

に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以 。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場

外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場 合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を
くう

合にあっては算定しない。 所定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当

該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合にあっては算定しない。

ハ （略） ハ （略）

ニ 看取り介護加算 ニ 看取り介護加算

注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特 ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

定施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用

る利用者について看取り介護を行った場合は、看取り介護 者について看取り介護を行った場合は、看取り介護加算とし

加算 として、死亡日以前31日以上45日以下については１ て、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき144(Ⅰ)

日につき72単位を、死亡日以前４日以上30日以下について 単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき680

は１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日につい 単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死亡月に
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ては１日につき680単位を、死亡日については１日につき1 加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日までの間又

,280単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日 は夜間看護体制加算を算定していない場合は、算定しない。

から死亡日までの間又は夜間看護体制加算を算定していな

い場合は、算定しない。

２ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 （新設）

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特

定施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る利用者について看取り介護を行った場合は、看取り介護

加算 として、死亡日以前31日以上45日以下については１(Ⅱ)

日につき572単位を、死亡日以前４日以上30日以下につい

ては１日につき644単位を、死亡日の前日及び前々日につ

いては１日につき1,180単位を、死亡日については１日に

つき1,780単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日

の翌日から死亡日までの間は、算定しない。また、看取り

介護加算 を算定している場合又は夜間看護体制加算を算(Ⅰ)

定していない場合は、算定しない。

ホ （略） ホ （略）

ヘ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利

用者に対し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った

場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて地域密着型特定施設サービス計画（指定地

域密着型サービス基準第119条第１項に規定する地域密着

型特定施設サービス計画をいう。）を見直すなど、指定地

域密着型特定施設入居者生活介護の提供に当たって、⑴に

規定する情報その他指定地域密着型特定施設入居者生活介

護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用して
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いること。

ト サービス提供体制強化加算 ヘ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利用者に対 市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利用者に対

し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合は、 し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単

位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

チ 介護職員処遇改善加算 ト 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着型 指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着型

特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる 特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の82に相当する単位数 単位数の1000分の82に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の60に相当する単位数 単位数の1000分の60に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の33に相当する単位数 単位数の1000分の33に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数
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（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

リ 介護職員等特定処遇改善加算 チ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着 た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着

型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ 型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 定した単位数の1000分の18に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅰ) (Ⅰ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅱ) (Ⅱ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費
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⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

（１日につき） （１日につき）(Ⅰ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

⑵ 経過的ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 ⑵ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

介護費（１日につき） （１日につき）(Ⅱ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日 ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日

につき） につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

ニ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者 ニ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

生活介護費（１日につき） 護費（１日につき）

⑴ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑴ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
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(Ⅰ) (Ⅰ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

⑵ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑵ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

(Ⅱ) (Ⅱ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安 （新設）

全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所定単

位数から減算する。

６ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満 （新設）

たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から減算

する。

７～10 （略） ５～８ （略）

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、外部との連携により、入所者の身体の状況等の評 おいて、入所者に対して機能訓練を行った場合は、生活機

価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、 能向上連携加算として、１月につき200単位を所定単位数

当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の急 に加算する。ただし、注10を算定している場合は、１月に

性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除 つき100単位を所定単位数に加算する。

き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については１

月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注
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12を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき10

0単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

12 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士 10 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士

等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た 等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し 指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し

て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計 の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ 画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ

ている場合は、個別機能訓練加算 として、１日につき12 ている場合は、個別機能訓練加算として、１日につき12単(Ⅰ)

単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練加算 位を所定単位数に加算する。(Ⅰ)

を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の

内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当

たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施の

(Ⅱ)ために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算

として、１月につき20単位を所定単位数に加算する。

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし （新設）

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、入所者に対して指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生

労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌

月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第 おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第
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６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と ６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と

なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人 なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入 福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入

所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に 所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に

加算する。ただし、ツを算定している場合は、算定しない 加算する。ただし、ナを算定している場合は、算定しない

。 。

15～18 （略） 12～15 （略）

19 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着 16 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着

型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１ 型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１

月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560 月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560

単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ 単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ

ず、注18に掲げる単位を算定する場合は算定しない。 ず、注15に掲げる単位を算定する場合は算定しない。

20・21 （略） 17・18 （略）

ホ （略） ホ （略）

ヘ 再入所時栄養連携加算 200単位 ヘ 再入所時栄養連携加算 400単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」 介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」

という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に

入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定 入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「 地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「

二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる 二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる

栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大 栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大

きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管 きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管

理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者 理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者

に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき

１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、イからニ １回を限度として所定単位数を加算する。ただし、チを算定

までの注６を算定している場合は、算定しない。 していない場合は、算定しない。

ト （略） ト （略）

（削る） チ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設における管
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理栄養士が、継続的に入所者ごとの栄養管理をした場合、栄

養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を加算す

る。

チ 栄養マネジメント強化加算 11単位 リ 低栄養リスク改善加算 300単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、 型介護老人福祉施設において、低栄養状態にある入所者又

入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄 は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科

養マネジメント強化加算として、１日につき所定単位数を加 医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種

算する。ただし、イからニまでの注６を算定している場合は の者が共同して、入所者の栄養管理をするための会議を行

、算定しない。 い、入所者ごとに低栄養状態の改善等を行うための栄養管

理方法等を示した計画を作成した場合であって、当該計画

に従い、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は

栄養士（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示

を受けた管理栄養士又は栄養士が、医師の指導を受けてい

る場合に限る。）が、栄養管理を行った場合に、当該計画

が作成された日の属する月から６月以内の期間に限り、１

月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養マネジメン

ト加算を算定していない場合又は経口移行加算若しくは経

口維持加算を算定している場合は、算定しない。

（削る） ２ 低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法等を示し

た計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理が

、当該計画が作成された日から起算して６月を超えた期間

に行われた場合であっても、低栄養状態の改善等が可能な

者であって、医師の指示に基づき継続して栄養管理が必要

とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できる

ものとする。

リ 経口移行加算 28単位 ヌ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師 型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師

、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他 、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他

の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい
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る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口 る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口

移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、 移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理 医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理

及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は 及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は

、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間 、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間

に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イか に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、栄養

らニまでの注６を算定している場合は、算定しない。 マネジメント加算を算定していない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

ヌ 経口維持加算 ル 経口維持加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す 注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に

より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤 より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤

嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示 嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示
えん えん

に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支 に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支

援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理 援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理

をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに

、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持 、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師 計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師

又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって 又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって

は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて

いる場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄 いる場合に限る。注３において同じ。）を受けた管理栄養

養管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する 士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、当該計画が作

。ただし、イからニまでの注６又は経口移行加算を算定し 成された日の属する月から起算して６月以内の期間に限り

ている場合は算定しない。 、１月につき所定単位数を加算する。ただし、経口移行加

算を算定している場合又は栄養マネジメント加算を算定し

ていない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画が作成された日の属する月から起算して６月を超えた

場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる
えん
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入所者であって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続

して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管
えん

理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算

定できるものとする。

（削る） ヲ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術
くう

的助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

ル 口腔衛生管理加算 ワ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、入所者に対し、歯科衛生士が口 介護老人福祉施設において、次に掲げるいずれの基準にも該

腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い 当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、
くう

、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た この場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい 場合は、算定しない。

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 口腔衛生管理加算 90単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔衛生管理加算 110単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、

口腔ケアを月２回以上行うこと。
くう

（削る） ロ 歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについ
くう

て、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行う

こと。

（削る） ハ 歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する介護職
くう

員からの相談等に必要に応じ対応すること。

ヲ・ワ （略） カ・ヨ （略）

カ 看取り介護加算 タ 看取り介護加算

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入
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所者について看取り介護を行った場合においては、看取り 所者について看取り介護を行った場合においては、看取り

介護加算 として、死亡日以前31日以上45日以下について 介護加算 として、死亡日以前４日以上30日以下について(Ⅰ) (Ⅰ)

は１日につき72単位を、死亡日以前４日以上30日以下につ は１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日につい

いては１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日に ては１日につき680単位を、死亡日については１日につき1

ついては１日につき680単位を、死亡日については１日に ,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日

つき1,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日 から死亡日までの間は、算定しない。

の翌日から死亡日までの間は、算定しない。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入

所者について看取り介護を行った場合においては、当該入 所者について看取り介護を行った場合においては、当該入

所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した 所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した

場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前31日以 場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前４日以(Ⅱ) (Ⅱ)

上45日以下については１日につき72単位を、死亡日以前４ 上30日以下については１日につき144単位を、死亡日の前

日以上30日以下については１日につき144単位を、死亡日 日及び前々日については１日につき780単位を、死亡日に

の前日及び前々日については１日につき780単位を、死亡 ついては１日につき1,580単位を死亡月に加算する。ただ

日については１日につき1,580単位を死亡月に加算する。 し、看取り介護加算 を算定している場合は、算定しない(Ⅰ)

ただし、看取り介護加算 を算定している場合は、算定し 。(Ⅰ)

ない。

ヨ～ツ （略） レ～ナ （略）

ネ 褥瘡マネジメント加算 ラ 褥瘡マネジメント加算 10単位
じょくそう じょくそう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、当該基準 て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、３月に１
じょくそう じょくそう

に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加 回を限度として、所定単位数を加算する。

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 褥瘡マネジメント加算 ３単位 （新設）(Ⅰ)
じょくそう

⑵ 褥瘡マネジメント加算 13単位 （新設）(Ⅱ)
じょくそう

ナ 排せつ支援加算 ム 排せつ支援加算 100単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行う
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市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい ことにより、要介護状態の軽減が見込まれると医師又は医師

て、継続的に入所者ごとの排せつに係る支援を行った場合は と連携した看護師が判断した者に対して、指定地域密着型介

、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定 護老人福祉施設の医師、看護師、介護支援専門員その他の職

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 種が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基

しない。 づく支援を継続して実施した場合は、支援を開始した日の属

する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき所定

単位数を加算する。ただし、同一入所期間中に排せつ支援加

算を算定している場合は、算定しない。

⑴ 排せつ支援加算 10単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 排せつ支援加算 15単位 （新設）(Ⅱ)

⑶ 排せつ支援加算 20単位 （新設）(Ⅲ)

ラ 自立支援促進加算 300単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月に

つき所定単位数を加算する。

ム 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。

⑴ 科学的介護推進体制加算 40単位(Ⅰ)

⑵ 科学的介護推進体制加算 50単位(Ⅱ)

ウ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が

、入所者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生
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活介護を行った場合、安全対策体制加算として、入所初日に

限り所定単位数を加算する。

ヰ サービス提供体制強化加算 ウ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず 次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定 他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定

している場合は、算定しない。 している場合は、算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ノ 介護職員処遇改善加算 ヰ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地 指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、 域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲 ⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日までの

げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲 間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の83に相当する単位数 単位数の1000分の83に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の60に相当する単位数 単位数の1000分の60に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の33に相当する単位数 単位数の1000分の33に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

オ 介護職員等特定処遇改善加算 ノ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定 た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単 、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の27に相当する単位数 定した単位数の1000分の27に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数

８ 複合型サービス費 ８ 複合型サービス費

イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 12,438単位 ㈠ 要介護１ 12,401単位

㈡ 要介護２ 17,403単位 ㈡ 要介護２ 17,352単位

㈢ 要介護３ 24,464単位 ㈢ 要介護３ 24,392単位

㈣ 要介護４ 27,747単位 ㈣ 要介護４ 27,665単位

㈤ 要介護５ 31,386単位 ㈤ 要介護５ 31,293単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 11,206単位 ㈠ 要介護１ 11,173単位

㈡ 要介護２ 15,680単位 ㈡ 要介護２ 15,634単位

㈢ 要介護３ 22,042単位 ㈢ 要介護３ 21,977単位

㈣ 要介護４ 25,000単位 ㈣ 要介護４ 24,926単位

㈤ 要介護５ 28,278単位 ㈤ 要介護５ 28,195単位
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ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 570単位 ⑴ 要介護１ 568単位

⑵ 要介護２ 637単位 ⑵ 要介護２ 635単位

⑶ 要介護３ 705単位 ⑶ 要介護３ 703単位

⑷ 要介護４ 772単位 ⑷ 要介護４ 770単位

⑸ 要介護５ 838単位 ⑸ 要介護５ 836単位

注１～３ （略） 注１～３ （略）

４ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 ４ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

が提供する通いサービス（指定地域密着型サービス基準第 が提供する通いサービス（指定地域密着型サービス基準第

171条第１項に規定する通いサービスをいう。）、訪問サ 171条第１項に規定する通いサービスをいう。）、訪問サ

ービス（同項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊 ービス（同項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊

サービス（同条第６項に規定する宿泊サービスをいう。） サービス（同条第６項に規定する宿泊サービスをいう。）

の算定月における提供回数について、登録者（短期利用居 の算定月における提供回数について、登録者（短期利用居

宅介護費を算定する者を除く。）１人当たり平均回数が、 宅介護費を算定する者を除く。ヘにおいて同じ。）１人当

週４回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相当 たり平均回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の

する単位数を算定する。 100分の70に相当する単位数を算定する。

５ イについては、サテライト型看護小規模多機能型居宅介 ５ イについては、サテライト型看護小規模多機能型居宅介

護事業所（指定地域密着型サービス基準第171条第８項に 護事業所（指定地域密着型サービス基準第171条第８項に

規定するサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所 規定するサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。）又は当該サテライト型看護小規模多機能型居宅 をいう。）又は当該サテライト型看護小規模多機能型居宅

介護事業所の本体事業所において、注11における届出をし 介護事業所の本体事業所において、注９における届出をし

ている場合にあっては、サテライト体制未整備減算として ている場合にあっては、サテライト体制未整備減算として

、１月につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を 、１月につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を

算定する。 算定する。

６ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として

使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事

務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の看

護小規模多機能型居宅介護従業者が指定看護小規模多機能

型居宅介護を行った場合は、特別地域看護小規模多機能型

居宅介護加算として、１月につき所定単位数の100分の15
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に相当する単位数を所定単位数に加算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定看護小規 （新設）

模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用される事

務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。

）又はその一部として使用される事務所の看護小規模多機

能型居宅介護従業者が指定看護小規模多機能型居宅介護を

行った場合は、イについては１月につき、ロについては１

日につき、所定単位数の100分の10に相当する単位数を所

定単位数に加算する。

８～13 （略） ６～11 （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定看護小規模

多機能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者

に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、

利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につ

き200単位を所定単位数に加算する。

へ （略） ホ （略）

ト 栄養アセスメント加算 50単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共

同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク

及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注にお

いて同じ。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算

する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終

了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理

栄養士を１名以上配置していること。
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⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活

相談員その他の職種の者（チにおいて「管理栄養士等」と

いう。）が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用

者又はその家族等に対してその結果を説明し、相談等に必

要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、

栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること

。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であること。

チ 栄養改善加算 200単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又は

そのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービスを行っ

た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月

に２回を限度として１回につき所定単位数を加算する。ただ

し、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状

態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス

を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、

引き続き算定することができる。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理

栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等

が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも
えん

配慮した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利

用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録し

ていること。

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し
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ていること。

⑸ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であること。

リ 口腔・栄養スクリーニング加算 ヘ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始 定看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始

時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリー 時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行
くう

ニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、次に い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄

掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる所定単位数を加算 養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場 含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した

合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利 場合に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利

用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニ 用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加
くう

ング加算を算定している場合にあっては算定しない。 算を算定している場合は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

ヌ 口腔機能向上加算 （新設）
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している
くう

利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の

口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃
くう くう

の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導
えん

若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上

に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機能
くう

向上サービス」という。）を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度とし

て１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サ
くう

ービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果
くう

、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行
くう くう

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定
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することができる。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位(Ⅱ)
くう

ル～レ （略） ト～ワ （略）

ソ 褥瘡マネジメント加算 （新設）
じょくそう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの褥瘡管理をし
じょくそう

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲

げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。

⑴ 褥瘡マネジメント加算 ３単位(Ⅰ)
じょくそう

⑵ 褥瘡マネジメント加算 13単位(Ⅱ)
じょくそう

ツ 排せつ支援加算 （新設）

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの排せつに係

る支援を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ 排せつ支援加算 10単位(Ⅰ)

⑵ 排せつ支援加算 15単位(Ⅱ)

⑶ 排せつ支援加算 20単位(Ⅲ)

ネ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が、利用者に対し指定看護小規模多機能型居宅介護

を行った場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する

。
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⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて看護小規模多機能居宅介護計画（指定地域

密着型サービス基準第179条第１項に規定する看護小規模

多機能居宅介護計画をいう。）を見直すなど、指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に当たって、⑴に規定する情

報その他指定看護小規模多機能型居宅介護を適切かつ有効

に提供するために必要な情報を活用していること。

ナ サービス提供体制強化加算 カ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

が、登録者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行っ が、登録者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月 た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月

につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい 加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ラ 介護職員処遇改善加算 ヨ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、
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指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準 指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げ に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ム 介護職員等特定処遇改善加算 タ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し

、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基 、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加 準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している 算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからナまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからナまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数


